平成24年度第５回　大阪府青少年健全育成審議会特別部会　議事概要
■日　時　　平成25年２月14日（木）午前10時～12時
■場　所　　大阪府公館
■出席者　　桑子委員、曽我部委員、園田委員（部会長）、野口委員、山上委員、山本委員
（五十音順）
　　　　　　
■内　容
事務局　　ただいまから、平成２４年度大阪府青少年健全育成審議会第５回特別部会を開催させていただきます。委員の皆様方には、お忙しい中、ご出席をいただきまして、ありがとうございます。本日、ご出席の委員は６名中全員の出席をいただいておりますので、大阪府青少年健全育成審議会規則第５条第２項の規定により、会議は成立しておりますことをご報告いたします。本日の資料は、次第と資料１、資料２－１、資料２－２をお配りしています。資料はお揃いでしょうか。
限られた時間でご審議をお願いすることになりますので、早速ご審議を進めていただければと存じます。園田部会長よろしくお願いします。
部会長　　皆様方のご協力を得ながら進めてまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いします。
今回の議題は二点、「子どもの性的虐待の記録」への新たな対応策と「薬物の使用等を助長する図書類等への対応策」についてです。議論も大詰めとなってきましたが、これまでの審議の中で、もう少し議論が必要と考えられる事項について、ご議論をいただきたいと思います。
　こういう新たな対策を検討する際には、実態の把握ということが必要ですが、そもそも児童ポルノなどの「子どもの性的虐待の記録」については、大部分がインターネット上に氾濫していると言われています。ネットというのは府県の境界はもとより国境をも超えるグローバルな空間での問題ですが、現在講じられている国レベルの取組みでどれだけの効果が上がっているのか、また、大阪府という一つの自治体の取り組みで、どれだけ状況を改善できるのか、改めて押さえておくべき観点だと考えます。
この観点からご議論いただきたいと思います。皆様いかがでしょうか。
委　員　　今まさに部会長からご指摘いただいた現状があるかと思います。まず、インターネット上には問題となるサイトが多数あり、子どもの性的虐待の記録等も多数アップされています。また、インターネットはグローバルな空間であり、特に検索サービスを利用することにより、世界中の膨大な情報の中から必要な情報を簡単に探し出すことができてしまうので、自治体独自、国独自の対策もネット上においては有効とは言えない場合も多々あります。現在、私どもでは、ブロッキングの対象となるアドレスリストを提供しておりますが、約2年前の平成23年4月にブロッキングを開始したのですが、当時と比べるとブロッキングの対象となる児童ポルノのアドレスの対象件数についてはかなり減っているというのが現状です。警察等の情報を見ると、児童ポルノの送致件数等を含めて数字は増えているという統計もありますが、警察の方々が力を入れていらっしゃる結果とも考えております。一方ネット上のブロッキングのデータについては、インターネットホットラインセンターから情報を提供いただいて、それについて児童ポルノとして該当するかどうかをかなりしっかりと確認させていただいて、児童ポルノのアドレスリストとしてプロバイダーや検索事業者等に提供しています。この件数については、特に昨年の後半からかなり減少しているというのが実態です。この取組みについての効果は出ていると考えています。また、ファイル共有ソフトの運用についても第１回の時に触れさせていただいたとおり、取組みが始まっているところです。ある意味で、ブロッキングを行って効果が出てきているので、場合によってはファイル共有ソフトについてP2P（※多数の端末間で対等に通信を行うのが特徴）を悪用するという方向にシフトしていっているのかとも考えられます。この取組みについては、滋賀県警でプロバイダーの一社が対応しておりますが、昨年の9月末にスタートしたところで、現在毎月一回程度の取組みが実施されていると聞いております。したがって、運用状況がどうか正確に検証するところまで至っていないかと思いますが、現状としては運用面での問題は出ていないと聞いています。年度末あたりで動き出して半年ということになりますので、運用状況を含めて取組みの効果の検証をしていくことになっていくかと考えております。この取組みについては、警察がかなりワークロードを要するところかと思いますが、同時にプロバイダーサイドとしても個々のユーザーを特定するという手作業が業務に発生しますので、やはりそれなりの効果があるかどうか、それ以外にやり方がないのか、これが一番適切かということを含めてしっかりと検証した上で今後の展開等について業界としても議論していくことになってくるかと思います。
最後に、自治体としての対策という観点につきましては、相変わらず児童についての被害では出会い系サイトを通じて被害にあうケースが多く発生している状況ですので、自治体としては青少年に対するネットの啓発・教育が重要なところと思います。今後ともしっかりと取り組むことが必要と考えています。
部会長　　どうもありがとうございます。全体的な内容についてご説明いただきましたが、他の先生方からこれについてご質問・ご意見等ございましたらお出しいただきたいのですが、いかがでしょうか。
委　員　　当然、ブロッキングの基準というのは現行の児童ポルノ禁止法の定義に則って判断されているのですね。
委　員　　それを踏まえた上で、基準自体を法律の先生方や弁護士も交えて、一年以上にわたって議論をいただいて、それを基に基準を策定いただきました。その基準を踏まえて、ブロッキングの対象データについて精査していくという形になっています。
委　員　　具体的にお聞きしますが、法律の定義というのは2条3項1号から3号までですね。それよりも広いのですか。たとえば、着衣の上から触っているものや裸でないものがありますが、そのようなものもブロッキングの対象になっているのですか。
委　員　　対象としては基本的には2条3項の1号2号3号を想定しています。特に1号を念頭に置いています。
委　員　　1号というと性交又は性交類似行為ですね。
委　員　　そうですね。また、ネット特有の観点もありますので、そのサイトにどのくらいの数があるかといったことも対象にしていますし、例えばそのサイトにある人間が児童ポルノの1号のものを投稿して、そのサイト全体が一発でアウトということになると、他の方々が大変な迷惑を被りますので、そうした状況も考慮させていただいています。
委　員　　他はいかがですが。何か質問等ございませんか。
委　員　　特にはありませんが、今のところを補足させていただきますと、児童ポルノかどうかという定義は法律の定義に則っているのですが、ただこのブロッキングの方式が画像一枚単位で一枚一枚でブロックするという方式ではなくてドメイン、サイト全体をブロックするという方式になっています。一枚だけ児童ポルノがあっても他のものが合法的なものであれば、サイト全体をブロックするのは厳しすぎるということで、そういった観点から要件を絞っているので、実際にはブロッキングの対象になるサイトというのはかなり少ないということになっています。
委　員　　これは国内に限らず外国のサイトも入っているのですか。
委　員　　はい。
委　員　　このようなインターネットというものに対しては、一地域の大阪だけで対応するというところに限界を感じますね。
委　員　　そうですね。おっしゃっているようにグローバルなことについて大阪だけでどうこう言っても始まらないというところはあるのかなと思います。
部会長　　やはりネットに対して自治体でできることというのは限られているように思います。相手は全世界ですので、大阪という一つの地方自治体でどうこうするというのは、そもそも規制に合うのかどうかということですね。ネットの場合は有害な情報について、発信そのものを規制するという考え方と、受信側でコントロールするという考え方、これはブロックするということですが、二つの方法があるわけですが、基本的にネットについては私は受信コントロール、フィルタリング、ブロッキングという方が基本にならざるをえないと思います。大阪府の条例でも既にフィルタリングの推奨という規定はありますので、私自身はそれ以上のことは条例としては難しいのではないかと考えております。他の委員の先生方のお考え方も、だいたい同じようなことであろうと思うのですが、そのような理解でよろしいでしょうか。府としての独自のインターネット対策、何らかの積極的なインターネット対策を講じるということについては難しいのではないかという認識でよろしいでしょうか。
委　員　　はい。特に異論ございません。
部会長　　インターネットの構造・仕組み自体から、そうならざるを得ないと思います。外国からどんどん情報は流れてくるわけですから、それを府だけで取り締まるといっても難しいですよね。それでは、このネット対策については大阪府として独自の対策を講じるのは困難であろうという委員の皆様の共通認識であるとまとめたいと思います。
　　　　　それでは次に、取得・所持についての本題に移りたいと思います。これについては配布資料の2－1をご覧いただきたいと思います。現在は、青少年健全育成条例では性的虐待の記録について所持しないようにしましょうという努力義務が設けられているのですが、もし何かの規制が必要であるのならば下の段に入っていきます。考え方としては三つあります。一つ目は「してはならない」という禁止規定を設ける、ただし罰則はなし。二つ目は廃棄命令・指導という行政的な対応を規定するやり方。三つ目は直罰規定を設ける。以上の三つの対応が考えられます。それぞれについてまとめのご議論をいただくわけですが、禁止規定を設ける場合は、違法行為であるということを条例で宣言するので、一定の社会に対するインパクトがあり、啓蒙的な効果が期待できますが、課題として努力義務と比べて法的観点からどの程度の違いがあるのか、どのような効果が期待できるかという点があります。
廃棄命令・指導といった対応を設ける場合には、取得・所持する側に何らかの行政的な指導が入るということで一定の抑制効果が期待できますが、当然直罰規定より実効性が弱く、完全に廃棄させることは難しいという問題があります。直罰規定を設ける場合は、効果としては一番強い制裁ですので、流出の危険性を防止し、結果的には被写体となった子どもの保護につながるという効果が期待できます。さらに需要側に罰則をかけることで、提供側についても一定の抑止効果が期待できます。課題としては、罰則をかける場合には罪刑法定主義の観点もありますし、対象をどの程度明確に絞れるかという問題があります。そして、基本的に所持するという場合には個人の性的嗜好の問題だと私は理解しているのですが、個人的領域に府が介入していくというのはどうかという問題、つまり子どもを守るという利益と個人的領域を侵害することを天秤にかけてどちらが重要なのかという議論が必要になってくるのだと思います。以上の点について委員の先生方のご意見を賜りたいと思います。
委　員　　これまで議論してきたところかと思うのですが、改めて考えると、もちろん抑止効果という意味では直罰規定を設けるのが一番効果は高いと思いますが、資料にあるような課題があり、なかなか難しい中で禁止規定をまずはかけるということにかなり意味があると思います。今回課題で挙げられている法的観点からどの程度の違いがあるのか、どのような効果が期待できるのかという点について、はっきりと明確な違いがあるのかというとあまり違いはないです。規定の仕方が「努めなければいけない」となっているのか「してはならない」となっているのかだけで、その後はないわけですから、法的な効果が変わるのかと言われると、あまりないという気はします。ただ、罰則なしの禁止規定を設けるケースの中で段階的にやっていきましょうということは意味があると思います。今、大阪府では努力義務として規定されている中で、件数が減っていない、むしろ増加しているという傾向はみられると思うのですが、規制を厳しくし罰則化していくことで減らすことが可能なのかどうかというところも含めて、段階を追ってやっていくことに意味はあるし、まず大阪府では絶対にこういうことは禁止ですよと啓発していくことでどの程度変わっていくのかを見ていく必要はあると思います。
もう一つは、インターネットがネックになってきて、やはり児童ポルノの規制をしていく中では、資料にあるとおりインターネット関連が８割以上ということですから、ファイル共有ソフトも含めて今後はほぼ100％に近いくらいほとんどがインターネットを介して行われるというように考えていくと、それを踏まえた規制の仕方をしていかない限り全体数は減っていかないと思います。それは大阪に限らず全国的な話だし、当然インターネットになると全国レベルでということになるので、やはりそちらも積極的に推進してもらう方向に働きかけるということをしつつ、大阪独自でできることをやっていくといいう意味では、段階を追ってできることからやっていくということも一つだと思います。
部会長　　ありがとうございます。他の先生方、いかがですか。
委　員　　私もこれまで何度かお話をさせていただきました。子どもを守るという視点に立って考えていくことが大前提にあるわけですが、前回改正で子どもの性的虐待の記録の概念を作りあげた中でまだ被害児童数等の数字が下がっていないという現状は残念ではありますが、そこに何らかの対策を立てて対応していこうという上で、もう少しだめだよという姿勢は府として打ち出してもいいのではないかと思います。罰則が難しいという前提で効果的なものを論議されているので、禁止規定としてダメだということを明確にして、啓発の意味を高めて、そういった視点を府民に啓発していく必要はあるのかなと感じます。
部会長　　ありがとうございます。他の先生はいかがですか。
委　員　　私もお二人のお話と同様に考えています。まず従前の努力義務については、新たな対策が必要になってくると思います。確かに現状としてはネット社会ということで、かなりその部分が絡んでいることは事実ですので、実際の効果がどこまであるのかという部分もあると思っています。そういった意味において、大阪府として努力義務を禁止規定としてはっきり禁止だということを明確に打ち出すことで対応する話になると思います。廃棄命令もありますが、このあたりの課題も多々あると考えていまして、課題の対応方法は見つからないだろうと思っています。そういう意味では、禁止規定の導入という線でどうかと思います。
部会長　　今現在は努力規定ですが、禁止規定にすることの意味は先ほどおっしゃいましたように、明確に違法行為だということを宣言するということですか。
委　員　　はい、そうです。
部会長　　ありがとうございます。他の先生いかがでしょうか。
委　員　　まず確認させていただきたいのですが、資料１の左上の部分「児童ポルノ事犯の85.7％がインターネットに関連している」というところなのですが、これはDVDをインターネット上で販売したというようなことも入っているのですよね。
委　員　　そうだと思います。
委　員　　物を販売したというのはインターネット固有の話ではないので、少しここはミスリードな感じがします。その上で、資料2－1ですが、所持・取得側については現行法律では何ら対策がないので、条例で罰則を付けた場合は一定の効果を期待してもよいのではないかと思います。ですので、ここについては私としてはニュートラルではあるのですが、禁止規定、罰則なしにとどめるのと、直罰規定というのはどちらも選択肢としてあると思っています。廃棄命令については、課題が大きいと思いますので積極的に導入すべきとは個人的には思いません。
禁止規定と直罰の話の関係では、罰則を設ける場合には児童ポルノの定義自体はやはり法律に合わせざるを得ないだろうと考えています。所持・取得側に罰則をかける場合は、もちろん法律の定義自体に問題があるということは認識しているのですが、法律が厳然としてあり捜査実務もそれに則って行われていますので、同一の目的で条例で異なる定義を採用して罰則をかけるのは現実的には望ましくないと思います。もちろん理論的には別な観点があるのは承知していますが、おそらく実際にはそういうことなのだろうと思います。そこをどうするかというのは一つの問題で、あくまで法律の定義に問題があるということであれば罰則をかけるべきではないということになるでしょうし、法律の定義に難があるとしても対策として罰則が必要であれば、法律の定義に則った上で罰則をつけるのも一つの選択肢だろうと思います。そうすると、さらに波及効果がありまして、製造・提供側もやはり法律の定義に合わせなければならないということになるのだろうと、つまり同一の条例の中で同一の目的でもって、二つの定義が併存するというのは立法技術上美しくないというのはあると思います。結局これは判断の問題だと思うのですが、私としてはニュートラルで、どちらもどちらかと今のところ思っております。
部会長　　現行の努力義務と比べて、効果の面ではどうでしょうか。
委　員　　禁止規定にするのは構わないと思うのですが、ただ法的効果としては先ほどもありましたように、強制力がなく同じと言えば同じだと思います。ただ、一般人の受け取りとしては禁止の方が威嚇の効果は事実上高いと思います。仮にそうであるとすれば書きぶり等は多少改める余地があるかどうかは考えないといけないです。特にジュニアアイドル誌の規定のところですね。一部のジュニアアイドル誌に悪質な描写があるわけで、大部分の出版社は規定を守っていますから、彼らに悪影響があっては望ましくないので、仮に禁止規定にする場合は、そのあたりに配慮はしなければならないと思います。
部会長　　ありがとうございます。他の先生いかがですか。
委　員　　大阪のこれまでの経緯からいうと、小さな子どもたちのポルノの映像というのは本人の意思とは関係なく虐待の記録としてとらえて、なくしていこうとしてきたこれまでの流れからみると、出来るだけ罰則も含めて厳しくできるのならばそうしたいという気持ちはあります。条例が法律よりも広いはみ出した状態で法律を超えるのはいけないということについて、法律の専門家の先生方にここまでが精一杯だということを検討していただいて、緩い方から検討していくのではなくて、一番厳しいものを求めて、ここまでなら条例の範囲で可能だというところを法律的に整理していただきたいです。本当に所持を禁止して直罰を入れた場合、内心の自由との関係でどうなるのかということについて、厳しい方から整理していきながら、ここまでならいけるというように言っていただけると私は有り難い。緩い方から少しでも禁止規定にした方がマシではないかというようにすると、順番として逆で虐待を認めることになるのではないでしょうか。虐待は許さないということが前提にあって、厳しい方からここが精一杯という整理の仕方が良いのではないかと思います。
部会長　　それは、直罰規定をまず考えて、その限界を議論していくということですか。
委　員　　そうです。13歳とか色々と範囲があると思いますが。
部会長　　仮に直罰規定を導入するとした場合は、対象をどう限定するかという問題があります。京都の場合は13歳未満に限って直罰規定を置いていて、しかも法律の定義に準拠しています。大阪の場合は児童ポルノの定義をそのまま踏襲していませんので、どうするかということです。先ほどもありましたように、直罰規定を設ける場合は児童ポルノ法の定義に準拠せざるをえないのではないかということです。
委　員　　法律を超えられないのはよく分かっているのですが。
部会長　　そうなると、今の「子どもの性的虐待の記録」という基本的な考え方をどうするのかという問題がでてきます。全部変えてしまうのかという話になってきます。そもそも性的虐待の記録という概念が出てきたのは、2年前に議論した時に、法律の児童ポルノの考え方が実態とずれているのではないかというのが出発点でした。法律の場合は被写体になった子どもの保護について不十分な点があるのではないか、特に2号ポルノ3号ポルノの「性欲を興奮、刺激するもの」という要件が入っているので、いくら子どもが性的虐待の被写体になっても「性欲を興奮、刺激する」という要件にかなわなければ、児童ポルノとして禁止できないという点で児童の保護に不十分な点があるのではないか、そこを大阪府として何とかしたいというのが出発点でした。そのように国とは違う方向を目指しているという中で、なおかつ所持・取得を禁止するというのはどういう意味を持っているのかということです。
懲罰規定を導入する場合に、法律の定義を踏襲するとなると、逆に大阪府の今まで進んできた条例のあり方というのがおかしくはならないかと思うのですが、そのあたりはいかがですか。性的虐待の記録でここまできて、方向転換するということになるんですかね。
委　員　　よく分からない。そうなるのでしょうか。
部会長　　性的虐待の記録の定義の中に児童ポルノの1号から3号の定義を混入させるというのは、法的に問題が生じてしまうことになるのでしょうか。違う定義が混在するということをおっしゃっていましたが。
委　員　　法律レベルでも児童ポルノ自体は性的虐待の記録だという説明もありますから、主観的には同じ方向を向いているのだろうと思います。ただ、出てきた定義そのものは受け手の感じ方が入っていますので、立法者の主観的な意図と定義に若干のずれがあるというのは確かです。基本的には同じ方向だと思うので、大きな転換、基本的スタンスの変更とまではいえないのではないかと思います。大阪府のこれまでの経緯を存じ上げていないので、確たることは申し上げられないですが。ただ、仮に法律との関係をおくとしても、現在の条例の方向性で罰則を付ける場合は、現在のそのままの条文でそれに罰則をつければいいということにはならなくて、内容の整理が必要になるのは確かだと思います。
部会長　　それからもう一つ、児童ポルノ関係に罰則を付けるということについて、最初の議論に戻りますが、大阪という一つの自治体で罰則を設けていいのかどうか、適切なのかどうかということもしっかり押さえておく必要があると思います。本来は国全体の問題ですので、条例でやるという場合は大阪府でどうかという必要性の部分はクリアしなければならないと思います。京都府はどうなのでしょうか。国レベルでは罰則をつけていないのに、京都府では罰則を付けたという、そのあたりの議論はどのようにクリアされたのでしょうか。事務局の方で情報としてありますか。
事務局　　以前、京都府にお聞きしたところ、全国的には深刻な問題ではあるが、京都府として罰則を設けないといけないような特別な事象は見当たらなかったということです。ただ、京都府知事の姿勢として、文化都市である京都府から児童ポルノを排除したいという意向があったようです。供給側の摘発・捜査には力を入れているものの京都府の被害児童数が減ってきておらず、被害児童をゼロにするためには需要側への罰則も必要なのではないかというところから、検討を進めていたと聞いています。根底にあるのは、対策自体は国レベルでしていかなければ、一地域の取組みで抜群に効果が上がるということは期待できないけれども、国の法改正も進まない中で、京都府が先例となることで児童ポルノ排除の機運を高めたいという思いがあったようです。
部会長　　京都府の児童が被害にあうケースというのは、児童に対する性犯罪ですよね。児童ポルノの被写体になるケースが増えているわけではないのですよね。
委　員　　京都府の報告書には統計も載っていて、京都府内の統計も出ています。増えているか減っているかというと、児童ポルノ事件の送致件数・送致人員・被害児童数は増えているという資料は載っています。
部会長　　京都府内の児童が児童ポルノの被写体になっているかどうかは分からないということですね。
委　員　　そうですね。被疑者が京都府警に逮捕された、また、京都府警が被害にあった児童を保護したということなので、京都府在住かどうかは分からないです。ただ、これに関しては大阪府だけで児童ポルノの被害が他地域と比べて顕著に多いという事実が必ずしも必要だとは思いません。京都府の報告書にはそのようなことは書いていません。被害実態が他地域と比べて大阪府内で顕著に高いということが規制のために必要であれば、それはできないということだと思います。
委　員　　大阪府では児童ポルノ法の定義が狭くて観点も違うということで2年前に一度条例改正しているわけです。児童ポルノ法から乖離して、独自の条例を作っています。罰則をつくっていこうとなると児童ポルノ法が出てこざるをえなくなって、そことの整合性の問題が出てきます。技術的に言うと、今ある条例の規定は児童ポルノ法2条3項については一切書いていないわけですが、排除しているわけではないと思うので、明確に1号から7号まで挙がっている中にもう一つ号を作って児童ポルノ法1号2号3号を盛り込んで入れれば、そこの一部を取り出して罰則を付けるということは可能かなと思います。それが、もともとの大阪府の方向性とどのように整理するのか、厳しいことをしたいから技術的にそのようなことをするというのが果していいのかという問題かなという気がします。
委　員　　大阪府だけの実効性という点では極めて疑問がありますが、こういう条例を触ることによって国に対してネットの問題も含めて国できちんと対応してくださいという働きかけや刺激になるという効果もあると思います。大阪府だけで条例を変えてできるのかというのは疑問ですが、実効性ということ以上に国に対する働きかけが大きいかと思います。
委　員　　確か京都府は、昨年この条例を適用した第1号がありましたよね。確かに都道府県でこのような動きが増えてくると国に対してインパクトがあるというのは事実です。たとえば、条例の淫行条例があちこちで出来て、結局、児童買春禁止法で結実したという歴史的な経緯もあります。ただ、自治体としてどこまでできるのかというのは非常に難しい問題ですので、私自身としては「子どもの性的虐待の記録」を持ってはいけないということを宣言するのが自治体としては精一杯のことではないかと思います。
委　員　　ということは、禁止までですか。
委　員　　そうですね。
委　員　　これまでの健全育成条例の経緯というのは、児童ポルノ法云々ではなくて、その対象から外れているものを含めてどうするかというのが、ここでの議論であったという認識です。そういった観点でこの条例を見ると、全体が1章2章3章に分かれておりますが、2章は「社会環境整備のための規制等」という形ですので、もし児童ポルノ法についての議論を条例として詰めていくということであれば、2章のどこかに入ってきた話だと思います。3章は「青少年の健全な成長を阻害する行為の禁止等」ということで、その第2節として子どもの性的虐待の記録が入っているわけで、この3章2節の39条に相当する部分をさらに議論して詰めていきましょうというのが、今回の検討のきっかけだったと考えていますので、そういう観点でいうと性的虐待に絞ってさらにどこまでできるのかということと、大阪府の審議会での議論の結果として児童ポルノについては、今後国としての取組みが進展することを期待するといったコメントくらいが適当という感じがしています。
部会長　　まさに先生がおっしゃる通りです。児童ポルノの問題も含めた子どもに対する性的虐待について府として何ができるのかというのがそもそもの出発点でした。やはり法律の条文の中には性的虐待という観点からみると漏れているものがあるので、それは大阪府として国に大きく呼びかける意味で、性的虐待の記録という概念を新たに作って、このようなものが漏れていますよと国にアピールしようというのが出発点ですね。今回は知事の諮問があって、性的虐待の記録ということを踏まえつつ直接は関係ないとは思うのですが、大阪府でも児童ポルノの単純所持についてどういう方法があるかという諮問内容であったと理解しています。ですので、その部分について少しずれがあるのですね。
もう一つは、青少年健全育成条例は大阪府の青少年、18歳未満の児童一般についての健全育成をどう考えるかというのが条例の目的ですので、児童ポルノの被写体になった児童をどう保護するのかというのは、条例の性質からいうとずれている部分があります。社会的法益が問題になっている条例ですので、個人的法益は直接は問題になっていない条例ですので、このあたりも議論が難しくなっているのかなと思います。この条例の趣旨からいくと、児童の性的虐待の記録を所持するということが大阪府の児童一般の健全育成にどのように影響するのかという観点から議論しなければいけないということになると思います。
　　　　　あと、所持の問題はインターネットに限らないわけでして、例えば、日本橋の路地裏のビデオ店で売っているものを買ったというようなものも入ってきます。ほとんどはネットでダウンロードしたり通販で購入ということになるでしょうが、実際に売られているものもあるわけです。そういうものに大阪府で罰則をかけることのメリット・デメリットという話があります。いかがでしょうか。
委　員　　警察も含めて、だめですよというトーンをもう一段上げて、啓発効果を狙って対応していくことがいいのかなと思います。ただ、現場の立場から言わせていただければ、考える経過として重い方から考えて、できるかできないか、その効果がどうなのか、大阪府としてそれでもなお打ち出していく、方向性を示していくという意味も含めて考えていければいいのですが、それはかなり厳しい実態があるので、今は一歩段階をあげて禁止にし、状況を見て対応も可能だと思います。法的な部分については専門の先生方に方向性も含めてご検討いただければありがたいです。
部会長　　資料にありますように、直罰規定を設ける際の課題ですが、個人的領域への侵害よりも子どもを守るという保護法益が優越すると言い切れるのかという部分についてはいかがですか。ここに書かれている保護法益というのは流出の危険ということですよね。購入したり他人からもらったりして持っている場合にそれが流出する危険と個人の嗜好を天秤にかけてどうかということですが、いかがですか。
委　員　　流出の危険性の防止もあるのですが、単純所持を規制する場合の可罰性を裏付ける理由ということですよね。この資料のタイトルも「取得・所持側」とあるので、取得・所持両方を規制する場合、需要側を規制することで供給側を抑制し、全体として流通を減少させるということを狙っているのだろうと思います。また、前も申し上げた通り、これは「内心の自由」対「子どもの保護」という対立図式ではないと思います。頭の中で考えていることを処罰するわけではなく、現に実在の子どもが性的虐待されている画像・映像を購入したり譲り受けたりして持っている、取得するということですので、これは内心の自由の問題ではありません。仮に小児愛者を見つけて処罰するとなると内心の自由の問題ですが、これはそうではありません。やはり、「内心の自由」対「子どもの保護」という対立図式とは違うと思います
部会長　　ここの直罰規定を設ける根拠は、製造側に対して助長しているという点ですか。
委　員　　流出の危険もあると思うので、資料にも整理してあるようにその2点だと思います。
部会長　　その場合は定義が問題になってきますね。罪刑法定主義、明確性の原則から、処罰範囲をどうするのかということになります。
委　員　　これは冒頭申し上げたとおり、罰則をつけるのであれば法律の定義をベースにせざるをえないと思いますので、児童ポルノ法の定義を前提として絞りをかけるということになるだろうと思います。
部会長　　京都府のように考えると、13歳未満の特に性交又は性交類似行為の1号ポルノに罰則はかけられるということですね。ただ、その場合、例えば顔面に精液をかけられるような子どもの写真は抜け落ちるわけですので、どうしても中途半端になってしまいます。そういうものは合法になってしまいます。現在、大阪府の場合は性的虐待の記録ということで広い範囲に努力義務規定の制約があるわけですが、これを児童ポルノ法の定義を使って対象を限定して罰則を科した場合は、子どもにとって性的虐待が明らかであるのに罰則をかけることができない記録物が出てきてしまうというアンバランスが生じます。
委　員　　それはそうですが、1号ポルノと顔に精液をかけているというのは、性的虐待の程度が著しく違うというのは確かなので、その著しい方にだけ罰則をかけているという説明は可能だと思います。範囲を絞って罰則をかけるのか、ある程度広くとって禁止規定にするのかという二つの選択肢がありますが、どちらを選ぶかといった場合の考え方として、広くとった上で禁止ですということをメッセージとして出すということであれば、罰則にこだわらないという考え方になります。罰則をかけるということになると、やはり範囲は狭くならざるをえず、先生のおっしゃるような例にまで罰則をかけるというのは難しくなります。
部会長　　廃棄命令・指導については議論になっていませんので、範囲を絞って罰則をかけるか、広く禁止規定にして宣言的に意味を強化していくか、いずれが条例のあり方としてふさわしいかという話になってくるかと思います。罰則を付ける場合には、たとえば先ほどの顔面に精液をかけているというケース以外にも、着衣の上から猥褻行為をしている、無理やりキスをしているといった画像が抜け落ちる可能性があります。禁止規定にすると、そういうものも含めておよそ児童について性的虐待をしてはいけないと強く禁止ということで宣言できるというメリットはあります。
委　員　　部分的な行為にだけ罰則をつけるというのは効果としては薄いのではないかと思います。むしろ、広く禁止でもいいですが、国にしっかり対策を講じるよう要請することを踏まえて、禁止はありかと思います。
部会長　　結局は国の動きがどうかということと大きく絡んできますが、委員の方や事務局の方で情報はありますでしょうか。衆議院総選挙により去年一昨年の自公の改正案はいったん廃案になるわけですが、総選挙で大きく自民党が躍進したことで再び法案が出てくる可能性は大いにあると思います。私の周りでもそのようなことはチラチラと聞こえてきているのですが、何か具体的な情報をお持ちの先生はいらっしゃいますか。児童ポルノ改正法については、近々国会の議論の場に出てくると思いますが、その際には単純所持の議論が当然出てくると思います。
　　　　　先ほどからの議論で3つの可能性の中では、現在の努力義務規定を禁止規定に変えるというご意見が強かったように思いますが、現在は第39条に規定がありますが、そのすべてについて禁止の対象にするのかという点はどうですか。たとえば、6号7号の場合、ジュニアアイドル誌については公に発売されているわけですが、それを所持してはならないということになるのかどうかというところです。また、年齢についても今は18歳未満ですが、13歳未満を対象にするのかという点についていかがですか。
委　員　　第39条というのは、製造と販売の両方を対象にしているのですが、販売側からするとどういう事情で当該コンテンツが作られたのかが分からないわけです。ジュニアアイドル誌は一応合法なものとして一般書店で販売しているものですので、「威迫し、欺き、困惑させて」という作られた事情が分からない中では、「威迫し、欺き、困惑させて」グラビアを載せているものは販売してはいけませんというのは、かなり難しいと思います。結局、水着で写っているものは一切販売しないという自主規制をする可能性があるのですが、39条1項7号の書きぶりからするとそこまで要求しているわけではないだろうと思います。中高生が本人が納得したうえで、水着なり下着のグラビアにでることまでは規制する趣旨ではないと思いますので、仮にその販売店がそういうものまで販売してはいけないというふうにとられると条例の趣旨からしても過剰反応ということになると思います。それは、単なる過剰反応ではなく、条例の書きぶりに起因する過剰反応なので、そういったものは避けるような書きぶりにしないといけないと思います。
部会長　　現行でも、2項で「何人も、子どもの性的虐待の記録を所持しないように努めなければならない」となっていて、この対象は1項の1号から7号すべてですよね。もし禁止規定にするならば、1項を「製造し、販売してはならない」に変えて、2項を「所持してはならない」に変えるということですね。その場合に、7号の「威迫し、欺き、困惑させて」というのは表現物から明確に判断できないということですか。
委　員　　つまり、39条1項7号は性的虐待の記録として13歳以上18歳未満の青少年の同意がない形での水着、下着等の映像・画像を性的虐待の記録と定義しているわけです。逆に言うと、女子高生が自発的に出演しているものは性的虐待の記録ではないことになります。しかし、その区別は画像からは分からないので、販売店や書店は見ても分からないわけです。そういう状態で、禁止規定にすると、現状の努力義務もそうだと思うのですが、販売してはいけませんということにすると、定義上性的虐待の記録でないものまで抑制されてしまう恐れがあります。それをどう考えるかです。もちろん子どもの保護を強調すれば、そもそも女子高生が水着や下着になって出ているのがダメなのだというご意見もあるかと思いますが、それくらいは許容範囲ではないかという意見もおそらくあると思います。だからこそ、現行条例も広い意味で同意のないものに限って虐待の記録と定義しているのだと思いますので、きちんとそのあたりに配慮しないと規制の範囲が広がるのではないかということです。
部会長　　私個人はそういうものについては有害図書の規定がありますので、そこでカバーできるものはカバーすればいいと思います。
委　員　　ただ、水着や下着を着ていれば有害図書にはなかなかなりにくいと思いますし、成人は購入できます。ですので、有害図書にあたるかどうかというのは問題点が少しずれるのではないかと思います。
部会長　　他の委員の先生方、今の点についていかがですか。もし禁止規定にする場合に、対象をどう絞るかという話になります。39条1項1号から7号まで全てを禁止の対象にするかどうかですが、いかがですか。
委　員　　私はそもそも6号7号を入れて全てが性的虐待の記録です、と条例を作ってきた経過からすると、努力義務としてこれを入れている以上は、禁止規定にする場合でもこれは除外する必要はないのではないかという感覚を持っています。
今までの議論とずれてしまいますが、努力義務を規定したときには、「正当な理由なく」というのは入れていないので、そこをどうするかというのは考えなくてはならないのではないかと個人的には思います。たとえば、仕事上どうしても性的虐待の記録を持たなければならない場合がありますので、学術目的や法的な対応のために記録を所持する場合は除外する規定として、「正当な理由なく」というのは入れざるをえないという気持ちがあるのですが、一方で努力義務を規定したときには何も入れていないのはなぜだったのか、教えていただきたいと思います。
部会長　　これはどうでしたか。刑法の35条の正当業務行為でいけるという話になっていたのですか。
委　員　　文言に盛り込まないで、一般規定でカバーするということですか。
部会長　　まあ、「正当な理由なく」があってもなくても実際上は条文でもほとんど機能していないわけですが、一つそういう論点もあるかと思います。
　　　　　禁止規定にするとして、対象を絞るかどうかについてはいかがですか。
委　員　　6号7号を含めて努力義務を課してきているわけですから、同じように禁止も含めて考えるべきだと思います。おっしゃるように、画像から児童の同意を得ているかは分からないですし、分からなくて販売されている人はどうするのかという問題は残りますけれども、基本的に我々の姿勢としては啓発も含めて、だめだということを打ち出していくので、入れていけばいいのではないかと思います。
委　員　　私もお二人と同様で6号7号も含めて禁止規定として入れてもいいと思います。少なくともこの「13歳未満の青少年が」とか「同意を得ず」とかが入っていますので、この範囲であれば禁止規定でいいと思います。
委　員　　私も同様の意見です。
部会長　　それでは、今までの議論を整理しますと、大阪府の場合は性的虐待の記録ということで、法律とは少し違う方向から広く児童の保護を考えた条例であるので、こういうものについて罰則を付けるのはかなり難しいということです。しかし、今現在は努力規定であるので、もう少し世間に啓発するという意味で、してはならないという禁止の表現に変えればどうかという大方のご意見であったかと思いますが、そのような感じでよろしいでしょうか。
委員　　はい。
部会長　　また、大阪府だけで直罰をかけてもあまり効果がないと思います。取得側に罰則を加えるというのは提供する側を抑止するという考えですよね。そうすると、世界から流れてきているものに大阪府だけで罰則をかけても影響がないのではないかと思います。対象については、今までの議論では39条1項1号から7号までの全てについて、同じように所持してはならないという方向ですね。6号7号についても性的虐待の記録自体に表現の自由はないという前提です。
委　員　　申し上げたいのは7号で同意を得ないでこういう姿態を取らせる行為は性的虐待であって、規制しても表現の自由に抵触しないというのは異論はないのですが、実際の規制の効果として、そうでないもの、同意をして出演しているものまで規制が実際上広がる危険が大きいということがあり、そうすると表現の自由の観点からも問題となる可能性があるのではないかということです。
部会長　　おっしゃる主旨はよくわかるのですが、今の努力義務規定とどう違うのかということです。
委　員　　純粋に法的な観点から申し上げれば、法的な強制力はないので同じだと思いますが、書きぶりとして日本語として強い言い方になるので、警告度が上がっていくにつれてそういう配慮も必要になるのではないかということです。
部会長　　同意を得て青少年が水着、下着等を着用した状態で陰部、でん部を強調した姿態をとらせる行為というのは有害図書には該当する場合はありますよね。
委　員　　基準によりますが。
部会長　　やはりその場合は、18歳以上は持ってもよいということになります。
委　員　　あまり子どもの保護にはならないですね。それから話は変わるのですが、6号7号で陰部、でん部を強調した姿態を「とらせる」行為とあるのですが、例えば普通に立っていて陰部やでん部を接写するという行為は含まれるのでしょうか。これは盗撮に限らないですが。「とらせる」というと、股を開かせるとかいったように理解するので、これは少し範囲が狭いかと思います。
部会長　　それは入らないかもしれないですね。解釈としてはどうですか。
事務局　　含まれないものと解釈しています。
部会長　　性的虐待ではないですからね。
事務局　　前の条例改正の議論の中で問題になっていたジュニアアイドル誌の類が、こういったこういうポーズをとらせるものというのが問題になっていて、委員の方に見ていただいていたというところがあります。前回の条例改正後に、第3部会という「子どもの性的虐待の記録」に関する事項を審議いただく部会で、性的虐待の記録に該当するかどうかを、実際のジュニアアイドル誌やDVDを見て判断いただいたこともあるのですが、委員の中でも意見が異なり、見る人によって陰部、でん部を強調した姿態をとらせているかどうかという主観的な要素が運用する上で出てきてしまうということがありましたので、仮に禁止ということで違法だということにするのであれば、もう少し定義を絞り込んでいただいた方が実際に運用しやすいのではないかと感じています。
部会長　　刑罰を科すのではないので、この程度の定義で十分なのではないかという気もします。自民、公明、民主の法案を見ると「ことさら」という言葉が入っていましたが、「ことさら強調」とはいってもあまり限定する効果はないと思います。罰則なしの禁止規定なので、これで十分ではないかと思います。
事務局　　改正時、6号7号を定めるときに、大阪からメッセージを出すということと、努力義務ということでこの表現を用いているのですが、一歩進んで罰則なしで禁止になる場合にこの文言のままでいいかという点についてご意見をいただきたいと思います。
部会長　　私はこのままでいいかと思いますが、ほかの先生はいかがですか。絞るとすれば、民主、自公の法案のように「ことさらに」といったものを入れるということですか。
委　員　　そういったことは法律の世界でなんらかのルールがあるのではないですか。
部会長　　たとえば「ことさらに」というのを入れたとして、「ことさら」強調していないものについては、今は努力義務になっているのに、それも外れることになります。逆におかしなことになるのではないでしょうか。今はことさらではなく強調したものは持たないようにしましょうということになっていますが、禁止になり、ことさら強調したものは禁止、ことさら強調していないものは全て良いということになり、逆に混在したものになるのではないでしょうか。このままでいいと思いますが皆さんいかがでしょうか。
　　　　　
委　員　　特に異論はありません。
部会長　　次に製造・販売についてご意見をいただきたいと思います。資料の2－2をご覧ください。論点は、先ほどの取得・所持の議論とほとんど重なりますので細かい議論は省略しますが、性的虐待の記録のうち児童ポルノ法の対象から外れるもの、例えば着衣の上からのわいせつ行為や一部のジュニアアイドル誌について新たな対応策の必要性についてご議論いただきたいと思います。
委　員　　今までの議論と違うところは、現行の児童ポルノ法で直罰規定があるというところですか。そこが違うとしても、基本的には取得・所持とほとんど同じ話だと思うので、ほぼ踏襲していただいたらよいと思います。先ほども製造・販売を含めての議論も少し入っていたように思います。
部会長　　着衣の上からのわいせつ行為など39条1項1号に該当するような行為になりますので、問題は一部のジュニアアイドル誌をどうするかということになります。それも6号7号に該当するものは禁止ということになるかと思います。この部分についてはそれでよろしいですか。
　　　　　まだご議論はあるかと思いますが、それは後程、私や事務局の方に伝えていただくということにしまして、次の議題の「薬物の使用等を助長する図書類等への対応策について」に移らせていただきたいと思います。前回の議論はこのような本が販売されている書店は少なく、販売実績もほとんどない、購入している青少年もほとんどいないということ、実際に青少年がそういった本を読んで薬物に手を染めるという因果性も確認できないということから、あえて有害図書に指定する必要性は少ないのではないかというご意見が多く出されていたと思いますが、それはよろしいでしょうか。
　　　　　今回、表現の自由との関係性やネットとの関係等からご意見を伺いたいと思いますが、皆さん、いかがでしょうか。
委　員　　インターネット上の違法のガイドラインで禁止しているのは、違法薬物についてはそうしたものの販売を助長するものは禁止していますが、実態として脱法ハーブは少し成分を変えるだけで種類がどんどん増えています。今までも議論したとおり、青少年がこういったものを知る機会はネットや友達との会話の中だと考えております。
部会長　　有難うございます。他の先生、いかがですか。
委　員　　有害図書に指定すれば、青少年は読めなくなるわけです。情報を摂取する自由は表現の自由で保障されているので、みだりに規制はすべきでないと思います。現状、大阪府条例で犯罪誘発の観点からの有害図書類はかなり限定されていますので、表現の自由の侵害ではないと思います。性的な表現の場合と犯罪誘発の場合はかなりレベルが異なっていると思いますが、現状の犯罪誘発の書きぶりが違憲か合憲かというと合憲だと思います。
委　員　　経過を見てますます増えてくる状況があれば、対策を考えるということでいいのではないですか。脱法ハーブそのものに対しても規制が強化されていくと思うので、図書類についても今のところは有害図書指定する必要はないのかなと思います。
委　員　　私も皆さんのおっしゃっているところと違いはないのですが、表現の自由との関係では薬物の中にもそれほど人体に有害ではないのではないかという議論がある部分もあり、例えば私が接する刑事事件でいうと、特に外国人の方で大麻はアルコールやたばこに比べると有害性は低いというようなことを信念を持って言っておられる方もいるわけです。そういう意味では、ある程度の表現の自由はあるという気はしますし、青少年にとって図書類に指定することが必要なのかどうかというところで、それほど必要性が高くないのであれば、有害図書指定はしないという結論になると思います。
委　員　　私も同じ意見です。
部会長　　私も先生方と同じ意見で、有害図書指定するとなると青少年が読めなくなるという意味で制約はあるわけですが、有害図書指定すると流通自体のバルブをしめることになりますので、理論的には18歳未満の者に対する制約になりますが、実際上は成人の者に対しても制約の効果が出てくるということで表現の自由の制約になるかと思います。ただ表現の自由の制約が全ていけないのかということではなく、実際上やむにやまれぬような理由がある場合は認められるわけです。それが薬物に関する図書については、私は認められないのではないかと思います。それは、販売している書店が少ないということと、実際に青少年がそれを読んで薬物に手を染めていくということも十分に確認できていないということです。あえて有害図書指定することもないのではないかと思います。ネットということがありますので、現実の書物を制約し指定することにあまり効果がないと思います。
　　　　　このようなところでよろしいですか。では、結論としては薬物関係の書物について有害図書指定するというのは難しいのではないか、また薬物関連サイトのネット対策についても自治体で取り組んでいくのもかなり困難であるということでよろしいでしょうか。
　　　　　そろそろ予定の時間になりました。何かご意見等がありましたら個別あるいは事務局の方にお伝えください。本日の部会は終了したいと思います。今後の予定ですが、部会報告書案の作成に取りかかりたいと思いますが、いかがでしょうか。私の方で、今までのご議論を整理させていただき、事務局を通じ、皆様に照会させていただいて、次回の部会までに意見集約を行う形にしたいと思いますが、いかがでしょうか。
委　員　　特に異論はございません。よろしくお願いします。
部会長　　はい。それでは、進行を事務局にお返しします。
事務局　　園田部会長どうもありがとうございました。次回の日程については早急に調整させていただき、委員の皆様にご連絡させていただきます。委員の皆様には長時間にわたりご審議いただきまして誠にありがとうございました。これをもちまして、大阪府青少年健全育成審議会第５回特別部会を終了いたします。
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